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代表取締役社長 岡田 淳

第12期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第12期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、同封の議
決権行使書用紙に賛否のご表示をいただき、平成28年７月27日（水曜日）午後６時ま
でに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１. 日 時 平成28年７月28日（木曜日）午前10時
２. 場 所 東京都千代田区隼町１番１号 ホテルグランドアーク半蔵門

富士の間（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください）
３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第12期（平成27年５月１日から平成28年４月30日まで）事業報
告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第12期（平成27年５月１日から平成28年４月30日まで）計算書
類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 監査役１名選任の件
第２号議案 当社の従業員ならびに当社子会社の取締役および従業員に対し

てストック・オプションとして新株予約権を発行する件

４. 招集にあたっての決定事項
代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する株主の方に委任する
場合に限られます。なお、代理人は１名とさせていただきます。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類および添付書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサ
イト（http://www.3d-matrix.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（添 付 書 類）

事 業 報 告

（平成27年５月１日から
平成28年４月30日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過および成果

当社グループは主要技術である自己組織化ペプチド技術による医療製品の開発

に引き続き注力しており、外科領域では吸収性局所止血材：TDM-621（以下「本止

血材」という。）および粘膜隆起材：TDM-641（以下「粘膜隆起材」という。）、再

生医療領域では歯槽骨再建材：TDM-711（以下「歯槽骨再建材」という。）および

創傷治癒材：TDM-511（以下「創傷治癒材」という。）の事業展開を進めてまいり

ました。

本止血材

日本： 平成27年３月13日の製造販売承認申請の取下げ後、独立行政法人医薬品

医療機器総合機構（以下「PMDA」という。）との間で、有効性評価の科学的妥当性

を検証するための再度の臨床試験開始に向けた協議を継続し、臨床試験の規模や

評価方法等の詳細検討を進めております。平成28年４月期中に治験計画届の提出

を実施、平成29年４月期第１四半期を目途とした臨床試験開始を予定しておりま

したが、現段階でも臨床試験の規模や症例数の設定および評価方法等の詳細検討

が続いていることから、平成29年４月期での臨床試験開始に向け取り組んでおり

ます。詳細検討に時間を要しても、より精度の高い臨床試験を開始するためには

重要であると判断し今後の製造販売承認申請に繋げていくよう取組んでまいりま

す。

欧州：平成26年１月14日にCEマーキング指令適合を受けた後、事業収益化に向

けてドイツ、フランス、英国等の有力医療施設をターゲットに販売業者/代理店

(各国別での販売に特化した販売代理店)を通じた製品販売を開始しております。

欧州地域では各国毎に販売代理店と契約し販売活動を開始しており、各販売代理

店と情報共有を行い複数の医療施設において共同で臨床立ち合いも実施しており

ましたが、当第２四半期から当第３四半期にかけて販売活動に遅延が生じました。
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既存製品との比較感による新製品導入への医療施設による慎重な姿勢があった点、

上記の販売代理店との協働体制の確立に時間を要し代理店営業の製品習熟が遅れ

プロモーション出来なかった点、医師が製品評価をしても医療施設によっては購

買部の新製品登録事務手続きに数ヶ月要する等の販売開始が遅れた点などが、そ

の主な理由であり、また、このような製品導入時のタイムラグを期初予想の販売

計画に織り込んでおらず、各国事象の見積りや検討が十分に計画に反映できてお

りませんでした。当第２四半期から当第３四半期にかけてプロモーション部隊を

拡充して販売活動に注力したものの、医療施設における製品導入の準備期間も一

定程度必要なこともあり、受注にまで至る案件が少なく、当期の販売計画を達成

する状況には至らず、平成28年２月10日に当期の業績予想の修正を実施いたしま

した。しかしながら、販売代理店も拡充しプロモーションに注力したことから、

当第４四半期では受注も増加傾向となってきております。

また欧州の広いエリアで製品販売を開始するため販売提携につき販売パートナ

ー候補先（対象全域に販売網・プロモーション機能を有する企業）３社と交渉を

継続しておりましたが、当第３四半期末での契約締結に至らず、当該進捗状況を

把握し精査する過程で当期末までの契約締結についても難しいと判断し、平成28

年２月10日に当期の業績予想の修正を実施いたしました。弊社製品に対する主要

医師へのヒアリング等で製品評価は実施しておりますが、契約への課題解消とし

て更なる欧州での使用実績データ、アジア・オセアニアでの販売・使用実績等が

必要になるため、当第４四半期においては大きな進捗はありませんでした。引き

続き契約合意に向けて協議を継続してまいります。

アジア・オセアニア：CEマーキング採用地域であり、各国で医療機器としての

製品登録申請や製品販売に向けた活動に取り組んでおります。当第３四半期にオ

ーストラリア、タイで製品登録承認を取得し、シンガポールのTransmedic Pte

Ltd（「Transmedic社」）との間で、シンガポール、マレーシア、ブルネイへの展開

に向けた吸収性局所止血材「PuraStat®」の独占販売権許諾契約を締結いたしまし

た。またオセアニアでの取り組みとして、当第２四半期にMaquet Australia Pty

Ltd（「Maquet社」）との間でオーストラリアでの販売提携を締結し、当第３四半期

に同国での製品登録承認取得を経て、当第４四半期よりMaquet社を通じて製品販

売を開始しております。
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南米（ブラジル、メキシコ等）：CEマーキング採用地域であり、各国で医療機器

としての製品登録申請や製品販売に向けた活動を進めております。製品登録に関

しては当第１四半期にコロンビアで製品登録承認を取得し、当第３四半期にブラ

ジルで製品登録を取得いたしました。しかしながら、製品販売に関して当第２四

半期にチリでの販売開始、当第３四半期にコロンビアでの販売開始を予定してお

りましたが、販売代理店の選定や当社の要求する販売単価の交渉に時間を要した

ことから、当第３四半期末までの契約締結・販売開始に至らず、平成28年２月10

日に当期の事業収益予想の修正を実施いたしました。その後、メキシコでは当第

４四半期に同国の製品登録承認を取得し、Genelife社とメキシコ国内における販

売権許諾契約を締結し、来期より製品販売を開始してまいります。チリでは当第

４四半期に同国の販売代理店と契約を締結し来期より製品販売を開始する予定で

す。またブラジル、コロンビアでは販売提携に向け交渉中であり、来期上期中で

の契約締結及び販売開始を予定しております。

米国：米国国内での臨床試験開始に向け、米国食品医薬品局（以下「FDA」とい

う。）と引き続きプロトコルに関する協議を進めており、平成29年４月期中の開始

を予定しております。

粘膜隆起材

日本：平成26年12月11日に国内での臨床試験を開始いたしましたが、有効性を

より明確にできる試験方法や製材の検討を実施するために、平成27年２月16日に

自主的に臨床試験を一時中断しております。期末の時点においても検討が続いて

おり、臨床試験の再開に至っていない状況でありますが、引き続き製品優位性の

確保に向けた検討を実施してまいります。

歯槽骨再建材

米国：米国国内での臨床試験で15症例の施術・経過観察が完了し骨形成に良好

な結果やデータを得たことから、FDA承認の後、当第１四半期より次のフェーズで

の臨床試験を開始しております。骨形成を確認するため経過観察に時間を要する

ことから、当期末においても臨床試験を継続しており、今後も製品化に向けた開

発を進めてまいります。
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創傷治癒材

米国：平成26年10月23日に医療機器の審査プロセスの１つである市販前届

510(k)を米国FDAに申請し、平成27年２月16日に米国FDAより承認を受け販売の許

認可を取得しております。他薬剤とのコンビネーション（抗生物質・抗がん剤・

ヒアルロン酸等との混合投与）により治療効果の増大が期待できることから、当

第３四半期においても熱傷治療、皮膚がん治療を中心に美容整形分野等で研究を

進め、付加価値の高い製品化に向けて取組んでおります。

その他領域

主に国立がん研究センターとの「RPN２標的核酸医薬によるトリプルネガティブ

乳がん治療」共同プロジェクトを実施しており、当社は自己組織化ペプチドA6Kを

siRNA核酸医薬のDDS（ドラッグ・デリバリー・システム）として提供しておりま

した。当第１四半期において国立がん研究センター、同研究所と共同開発した新

規siRNA核酸製剤「TDM-812（RPN2siRNA/A6K複合体）」を用いた国立がんセンター

による医師主導治験が開始され、当期末においても治験が継続されております。

本治験の内容は治療抵抗性の乳がんで体表から触知できる局所腫瘤（かたまり）

を有する患者さんを対象とした、世界で初めて人へ投与するファースト・イン・

ヒューマンの治験です。

このような結果、当連結会計年度の業績につきましては、事業収益面に関して

は欧州・アジアでの本止血材の製品販売とアジアでの販売提携に関する契約一時

金を受領したことから、事業収益141,835千円（前期比42,058千円増加）となりま

した。そのような状況下、経常損失1,935,826千円（前連結会計年度は経常損失

1,795,211千円）、親会社株主に帰属する当期純損失2,459,327千円（前連結会計年

度は親会社株主に帰属する当期純損失1,994,965千円）となりました。

　(2) 資金調達の状況

当連結会計年度の運転資金は、自己資金及び借入金で充当いたしました。

　(3) 対処すべき課題

当社グループは、医療分野を取り巻く現状を分析し、それらを踏まえた最善の

事業戦略の策定及び推進実行に向けて、具体的には以下のような点が事業運営上
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の課題と認識しております。

　

①研究開発・製品上市の推進

当社グループは、外科領域では吸収性局所止血材・粘膜隆起材・血管塞栓材、

再生医療領域では歯槽骨再建材・創傷治癒材のパイプラインを開発しております

が、これらの早期の製品上市、製品販売での収益獲得が当社経営の安定化に向け

た課題であると認識しております。

主要パイプラインである吸収性局所止血材については、国内では製造販売承認

を一旦取下げ、臨床試験を実施した後に再度の製造販売承認を申請すべく取り組

んでおります。一方、欧州ではCEマーキング指令適合を取得しEU加盟国向けに製

品販売を開始しており、CEマーキング適用圏であるアジア・オセアニア・南米地

域においても製品販売開始に向け取り組んでまいります。今後は国内において早

期の承認取得を目指すとともに、扶桑薬品工業株式会社との独占販売権許諾契約

による製品販売を目指し、欧州を含む海外では臨床試験の実施や各国販売パート

ナーとの販売提携に取り組み、安定的な事業収益の確保を目指して当局の対応や

製造・品質管理体制の構築を進めてまいります。

また、再生医療領域では、歯槽骨再建材は米国内で臨床試験を実施しており、

創傷治癒材は米国ＦＤＡより市販前届510(k)の承認を取得し販売の許認可を得る

など開発を進めてきました。今後は同領域でも早期の事業提携や製品販売の実施

に向け取り組んでまいります。

　

②事業提携の推進

当社グループは、ＭＩＴより実施許諾を受けている自己組織化ペプチド技術が

幅広い応用可能性を持つ技術であると認識しており、複数の分野で早期に製品を

提供することで医療に貢献することが使命であると認識しております。そのため

当社では、パイプラインの探索、医療機器としての開発ノウハウ蓄積、事業化戦

略の立案等の企画機能に特化する戦略を採っており、製造や販売機能は他社との

事業提携によって補完する必要があるため、望ましい事業提携をいかに実現して

いくかが課題となります。

吸収性局所止血材については、ペプチド原材料の製造委託先の確保、日本での

製品製造及び販売、韓国・台湾・インドネシアでの販売に関して提携契約を締結

しており、各パートナーと協力して、今後市場への安定供給を行っていくための

体制の構築を推進し、今後も販売チャネルの拡大など営業戦略上も製品売上の最

大化を目指せる体制の構築を推進してまいります。

また、吸収性局所止血材でのグローバル展開に向け、欧米・アジア・オセアニ

ア・南米諸国での製品製造・販売体制の構築を進めており、特に欧米市場への販

売開始に向けた事業提携を推進してまいります。その他では再生医療領域の分野
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でも歯槽骨再建材や創傷治癒材の事業提携を進めてまいります。

　

③事業資金の確保

当社グループは、パイプラインの進展に伴う研究開発費（各種試験費用や臨床

試験費用等）の資金需要が増加してまいります。そのため資金確保に向け吸収性

局所止血材の販売提携による契約一時金やマイルストーンペイメント収入での事

業資金確保に加え、公募増資や海外募集による資金調達を実施いたしました。

また株式会社三井住友銀行とコミットメントライン契約を締結しており、株式

会社三井住友銀行および株式会社みずほ銀行との間では借入枠設定を行うなど安

定的な事業資金の確保に取り組んでおりますが、今後も各事業提携や製品販売に

よる契約一時金や製品販売収益を獲得することで安定的な事業収益の確保に努め

てまいります。

今後も引き続き各金融機関からのローンの活用、コミットメントラインの設

定・拡大、リースの活用など様々な資金調達を検討・実施し、継続的に財務基盤

の強化に努めてまいります。

　

④経営管理体制の強化

当社グループは、パイプラインの進展及びグローバル展開に対応するため、多

様化するリスクを把握しこれに対処するための経営管理体制の強化を経営課題と

認識しております。

当社グループは小規模組織ではありますが、グローバルに子会社を展開してい

るため連結での内部統制を構築するため全社統制項目や各業務プロセスを検証

し、業務を効率化するとともにリスク最小化に向けた取り組みを実施しておりま

す。今後も組織的な内部統制の構築を進めるとともに、組織間の牽制機能の強化

やコンプライアンス体制の強化に向け取り組んでまいります。

当社グループは、研究開発においても小規模の体制で基礎研究段階から前臨床

試験、臨床試験等の対応を行っており、各規制当局の定める基準に準拠した体制

を構築してまいりました。事業の拡大・グローバル展開に際しても必要な情報の

収集を行い、各手順書の改定を実施し、規制や法令の遵守のための社員教育を継

続して行ってまいります。

また今後も製品上市や事業提携の拡大など事業ステージに合わせて、充分な体

制を維持すべく、事業計画に合わせた人員計画により、高度な専門知識・経験を

有する国内外の人材確保や育成、外部リソースの積極活用に努めてまいります。
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　(4) 財産および損益の状況の推移

区 分
第９期

平成25年４月期
第10期

平成26年４月期
第11期

平成27年４月期
第12期(当連結会計年度)
平成28年４月期

事 業 収 益 32,013
千円

107,161
千円

99,776
千円

141,835
千円

経 常 損 失 （△） △977,511
千円

△1,523,867
千円

△1,795,211
千円

△1,935,826
千円

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （△）

△978,331
千円

△1,525,374
千円

△1,994,965
千円

△2,459,327
千円

１ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （△）

△52.63
円

△77.77
円

△94.89
円

△114.49
円

総 資 産 3,020,437
千円

4,120,969
千円

6,809,245
千円

4,459,974
千円

純 資 産 2,065,625
千円

3,133,352
千円

6,381,523
千円

3,935,677
千円

１ 株 当 た り 純 資 産 107.31
円

146.17
円

281.77
円

168.13
円

（注）１．１株当たり当期純損失（△）は、期中平均発行済株式数により算出しており、１株当たり
純資産は、期末発行済株式数により算出しております。

２．当社は、平成25年６月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、
上記の１株当たり当期純損失（△）及び１株当たり純資産は、第９期の期首に当該株式分
割が行われたと仮定して算定しております。

　

　(5) 重要な親会社および子会社の状況

　 ① 親会社との関係

該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率(％) 主要な事業内容

3-D Matrix,Inc. 1,932千米ドル 100.0

医療製品開発･販売

3-D Matrix Europe SAS. 3,060千ユーロ 100.0

3-D Matrix Asia Pte. Ltd. 500千SGドル 100.0

3-D Matrix Da America
Latina Representação
Comercial Ltda.

2,800千レアル
100.0
(0.2)

北京立美基投資咨詢有限公司 1,229千元
100.0

(100.0)

3-D Matrix EMEA B.V. 300千ユーロ 100.0

（注）当社の出資比率の（ ）内の数字は、間接所有比率であります。
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　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当する事項はございません。

　(6) 主要な事業内容（平成28年４月30日現在）

事 業 区 分 主 要 製 品

医療製品事業

医療製品開発･販売

　自己組織化ペプチド技術を基盤技術として外科
領域・再生医療領域・ＤＤＳ領域において医療機
器及び医薬品の研究開発を行う事業です。
　主要な開発パイプラインとしては、外科領域で
は吸収性局所止血材、粘膜隆起材、血管塞栓材を
有しており、再生医療領域では歯槽骨再建材、創
傷治癒材を有しています。
　なお、吸収性局所止血材及び粘膜隆起材につい
ては、これまでに販売提携先から契約一時金及び
マイルストーンペイメントを得ており、吸収性局
所止血材については、製品販売売上を計上してお
ります。

研究試薬販売

　自己組織化ペプチドのPuraMatrix製品を米国の
販売会社を通じて研究試薬用途での販売を行って
います。同製品は、国内外の大学・研究機関等に
おける自己組織化ペプチドを用いた様々な医療分
野の応用研究に用いられております。

　

　(7) 主要な営業所（平成28年４月30日現在）

　 ① 当社の主要な事業所

名 称 所 在 地

本社 東京都千代田区麹町三丁目２番４号

　 ② 子会社の主要な事業所

名 称 所 在 地

3-D Matrix,Inc. 米国マサチューセッツ州

3-D Matrix Europe SAS. フランス共和国リヨン市

3-D Matrix Asia Pte. Ltd. シンガポール共和国

3-D Matrix Da America

Latina Representação

Comercial Ltda.

ブラジル連邦共和国サンパウロ市

北京立美基投資咨詢有限公司 中華人民共和国北京市

3-D Matrix EMEA B.V. オランダ王国ホーフトドルプ
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　(8) 従業員の状況（平成28年４月30日現在）

　 ① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

38
名

5名増

(注) 上記従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は含んでおりません。

　 ② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

17
名

1名減

(注) 上記従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は含んでおりません。

(9) 主要な借入先（平成28年４月30日現在）

借入先 借入残高

株式会社三井住友銀行 100,000千円

株式会社みずほ銀行 100,000千円

(10) その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社グループは研究開発費用が先行して計上されることから、継続して営業損失

及びキャッシュ・フローのマイナスを計上しております。これにより、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在していると認識しております。

当該重要事象等を解消又は改善するために、当社グループは医療製品事業におい

てグローバルに展開している吸収性局所止血材製品の販売による売上収入の計上を

図るとともに、主に欧米・アジア・南米地域における販売権許諾等の契約一時金や

マイルストーンペイメント収入を獲得してまいります。また親子会社間での研究開

発において基礎研究の共有・効率化や、業務効率化による諸経費の節減等により販

売費及び一般管理費の圧縮にも取り組むことで収益構造を改善し、重要事象等の解

消に向け取り組んでまいります。

また当社グループの研究開発及び事業活動を進めるに際しての事業資金は十分に

確保しており、各金融機関より機動的な借入金の調達を行える借入枠の設定及びコ

ミットメントライン契約を実施しております。

以上により、継続企業の前提に重要な不確実性は認められないものと判断してお

ります。
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２．会社の株式に関する事項（平成28年４月30日現在）

　(1) 発行可能株式総数 60,672,000株

　(2) 発行済株式の総数 21,522,400株

　(3) 株 主 数 17,722名

(4) 単 元 株 式 数 100株

　(5) 大 株 主

株 主 名 持株数（株) 持株比率（％)

永野 恵嗣 1,754,100 8.15

BBH FOR OPPENHEIMER GLOBAL OPPORTUNITIES FUND 900,000 4.18

扶桑薬品工業株式会社 640,000 2.97

株式会社アイル 400,000 1.86

CBHK-KOREA SECURITIES DEPOSITORY-DAISHIN 320,300 1.49

CYPRESS JAPAN合同会社 320,000 1.49

PERSHING-DIV. OF DLJ SECS. CORP. 302,400 1.41

MLPFS CUSTODY ACCOUNT 224,689 1.04

伊藤忠ケミカルフロンティア株式会社 200,000 0.93

株式会社広尾企画 196,000 0.91

（注) 持株比率は、自己株式（112株）を控除して計算しております。

　(6) その他株式に関する重要な事項

当事業年度における新株予約権の行使により、発行済株式の総数が84,000株増加

しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項

　(1) 当社役員が保有している新株予約権等の状況（平成28年４月30日現在）

　・当社取締役の保有する新株予約権の区分別合計

回次 (行使価額) 行 使 期 間
新 株 予 約
権の数

目的となる
株式の種類

及び数
保有者数

取締役
(社外取締役
を除く)

第７回 (400,000円)
平成22年７月10日
～平成30年７月９日

15個
普通株式
24,000株

１名

第８回（400,000円)
平成23年７月16日
～平成31年７月15日

65個
普通株式
104,000株

３名

第９回（400,000円)
平成24年７月９日
～平成32年７月８日

59個
普通株式
94,400株

３名

第10回（500,000円)
平成25年４月27日
～平成33年４月26日

95個
普通株式
152,000株

３名

第15回（89,400円)
平成30年３月24日
～平成38年３月22日

240個
普通株式
24,000株

１名

　(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の

状況

　平成28年３月22日開催の取締役会決議による新株予約権

当社使用人
子会社の役員及び

使用人

交付者数 ６名 18名

新株予約権の数 384個 1,712個

目的となる株式の種類及び数 普通株式38,400株 普通株式171,200株

発行価額 無償

新株予約権の行使価額 １個につき89,400円

権利行使期間 平成30年３月24日～平成38年３月22日

　(3) その他新株予約権等に関する重要な事項（平成28年４月30日現在）

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

　(1) 取締役および監査役の氏名等（平成28年４月30日現在）

地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 岡田 淳

3-D Matrix,Inc. 取締役
3-D Matrix Europe SAS. 取締役
3-D Matrix Asia Pte. Ltd. 取締役
3-D Matrix Da America Latina Representação
Comercial Ltda. 取締役
北京立美基投資咨詢有限公司 取締役
3-D Matrix EMEA B.V. 取締役

取締役会長 永野 恵嗣

3-D Matrix,Inc. 取締役
3-D Matrix Europe SAS. 取締役
3-D Matrix Asia Pte. Ltd. 取締役
3-D Matrix Da America Latina Representação
Comercial Ltda. 取締役
3-D Matrix EMEA B.V. 取締役

取締役 髙村 健太郎

取締役 新井 友行

取締役 坪井 一晴
3-D Matrix Asia Pte. Ltd. 取締役
北京立美基投資咨詢有限公司 代表取締役

取締役 島村 和也
島村法律会計事務所 代表
コスモ・バイオ㈱ 社外取締役
アイビーシステム㈱ 社外監査役

常勤監査役 河邉 務 河邉社会保険労務士事務所 所長

監査役 向川 寿人

㈱ファースト コンサルティング 取締役
向川公認会計士事務所 代表
エム・アール・エス広告調査㈱ 社外監査役
オリコン㈱ 社外監査役
㈱アドバンスト・メディア 社外監査役
㈱PR TIMES 社外監査役

監査役 大 毅
大総合法律事務所 代表
JITSUBO㈱ 社外監査役
㈱オロ 社外監査役

(注) １．島村和也氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．河邉務、向川寿人および大毅の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。
３．島村和也氏は、弁護士および公認会計士の資格を有しており、企業法務に精通し、財務お

よび会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
４．河邉務氏は、社会保険労務士の資格を有しており、企業管理全般に関する知見を有するも

のであります。
５．向川寿人氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見

を有するものであります。
６．大毅氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有するもので

あります。
７．当社は、島村和也氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に

届け出ております。
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　(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づく、

会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

また、当社の社外取締役および各社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につ

き、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度

としております。

　
　(3) 取締役および監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 基本報酬

取締役
（うち社外取締役）

５名
(１名)

72,775千円
（ 4,480千円)

監査役
（うち社外監査役）

３名
(３名)

14,268千円
（14,268千円)

合 計 ８名 87,043千円

　(4) 社外役員に関する事項

　 ① 社外役員等の重要な兼職の状況等

　ア．取締役島村和也氏は、島村法律会計事務所の代表を兼任しております。ま

た、コスモ・バイオ株式会社の社外取締役およびアイビーシステム株式会

社の社外監査役を兼任しております。各社と当社の間には、資本関係およ

び取引関係はありません。

イ．監査役河邉務氏は、河邉社会保険労務士事務所の所長を兼任しております。

同社と当社の間には、資本関係および取引関係はありません。

ウ．監査役向川寿人氏は、株式会社ファースト コンサルティングの取締役を兼

任しております。向川公認会計士事務所の代表を兼任しております。また、

エム・アール・エス広告調査株式会社、オリコン株式会社、株式会社アド

バンスト・メディア、株式会社PR TIMESの社外監査役を兼任しております。

各社と当社の間には、資本関係および取引関係はありません。

エ．監査役大毅氏は、大総合法律事務所の代表を兼任しております。また、

JITSUBO株式会社及び株式会社オロの社外監査役を兼任しております。各社

と当社の間には、資本関係および取引関係はありません。

　 ② 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
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　 ③ 当事業年度における主な活動状況

　取締役会および監査役会への出席状況および発言状況

区分 氏名 主な活動状況

社外取締役 島村 和也

当事業年度に開催された取締役会の全てに出席するとと
もに、監査役会にオブザーバーとして出席しました。取
締役会及び監査役会では意思決定の妥当性・適正性につ
いて意見表明を行っております。また、取締役会以外の
場においても代表取締役との意見交換では、適宜必要な
助言を行っております。

社外監査役 河邉 務

当事業年度に開催された取締役会及び監査役会の全てに
出席しました。取締役会及び監査役会では意思決定の妥
当性・適正性について意見表明を行っております。ま
た、常勤監査役として定期的に代表取締役との意見交
換、社内における重要な会議にも出席するとともに往査
を実施しております。

社外監査役 向川 寿人

当事業年度に開催された取締役会21回中20回及び監査役
会17回中16回に出席しました。取締役会及び監査役会で
は意思決定の妥当性・適正性について公認会計士として
の専門的見地から意見表明を行っております。また、定
期的に代表取締役との意見交換を実施しております。

社外監査役 大 毅

当事業年度に開催された取締役会21回中20回及び監査役
会17回中16回に出席しました。取締役会及び監査役会で
は意思決定の妥当性・適正性について弁護士としての専
門的見地から意見表明を行っております。また、定期的
に代表取締役との意見交換を実施しております。
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５．会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称 太陽有限責任監査法人

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 16,500千円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 17,912千円

(注) 1. 会計監査人の報酬等について、監査役会は、監査項目別監査時間及び監査報酬の推移並びに
過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査時間及び報酬額の見積もりの妥
当性を検討した結果、会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業
年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

3. 当社の重要な子会社のうち、3-D Matrix Europe SAS.及び3-D Matrix Asia Pte. Ltd.、北
京立美基投資咨詢有限公司は、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人の監査を
受けております。

　

　(3) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合に、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いた

します。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合に、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解

任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．会社の体制および方針

(1) 業務の適正を確保するための体制

① 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ

の他業務の適正を確保するための体制

・ 当社はコンプライアンスに基づく企業活動を行うべく、法令・定款および社

内規程の遵守、徹底を図る。

・ 取締役会については、取締役会規程に基づき月１回定時取締役会を開催する

とともに必要に応じて臨時取締役会を開催する。また、各取締役は取締役会

において重要な職務執行状況を報告し、他取締役の職務執行を相互に監視・

監督を行う。

・ 取締役会規程に基づき、重要な職務執行について取締役会に付議すべき事項

を具体的に定め、取締役会で決定を行う。

・ 監査役は、取締役会に出席し取締役の職務執行状況について意見聴取すると

ともに監視・監督を行う。

・ 内部監査人は、定期的な内部監査で会社の業務実態を把握し、法令、定款お

よび社内諸規程に準拠して適正かつ合理的に職務執行が行われているかの監

査結果を代表取締役に報告する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・ 取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に基づき、その保

存媒体に応じて、適切かつ確実に保存・管理するものとする。また、保存・

管理体制は継続的に見直しを実施する。

・ 取締役および監査役は、文書管理規程により、常時これらの文書等を検索・

閲覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他体制

・ リスク管理規程に基づき、徹底したリスクの洗い出しを行う。

・ 内部監査人は、各部門におけるリスク管理の状況を監査し、その結果を定期

的に、代表取締役および取締役会、監査役会に報告する。

・ リスクが顕在化した場合には迅速かつ組織的な対応を行い、損害を最小限に

抑える体制を整える。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・ 経営に関する重要事項については、会議を必要に応じて開催し、取締役会付

議事項の事前審議を行う。

・ 事業計画に基づき中長期計画を策定し、予算管理規程により単年度の予算に

ついて計数目標を明確にするとともに、予算と実績の差異分析を通じて業績

目標の達成に向けた計数管理を行う。

・ 取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務権限規程、業

務分掌規程に基づき、その責任者が職務権限・決裁基準に則った決定を行う
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体制とする。

⑤ 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・ コンプライアンス規程に基づき、法令・定款の遵守を図るとともに、社内業

務における適法・適切な手続きを明示した社内規程を整備し運用を行う。

・ 内部監査人は、経営監視機能を高めるとともに、各部署における業務執行が

法令・定款に適合しているかどうか内部監査を行い、企業倫理向上およびコ

ンプライアンスの徹底を図る。

⑥ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

・ 子会社の取締役等は、関係会社管理規程に基づき、子会社の業務および取締

役等の職務の執行の状況を当社に遅滞なく報告する。

⑦ 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・ リスク管理規程に基づき、徹底したリスクの洗い出しを行う。

・ 内部監査人は、子会社におけるリスク管理の状況を監査し、その結果を定期

的に、代表取締役および取締役会、監査役会に報告する。

・ リスクが顕在化した場合には迅速かつ組織的な対応を行い、損害を最小限に

抑える体制を整える。

⑧ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・ 経営に関する重要事項については、当社および子会社の取締役を含めた会議

を必要に応じて開催し、取締役会付議事項の事前審議を行う。

・ 事業計画に基づき中長期計画を策定し、予算管理規程により単年度の予算に

ついて計数目標を明確にするとともに、予算と実績の差異分析を通じて業績

目標の達成に向けて計数管理を行う。

・ 当社または子会社の取締役会の決定に基づく業務執行については、関係会社

管理規程およびその他社内規程に基づき、その責任者が職務権限・決裁基準

に則った決定を行う体制とする。

⑨ 子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合すること

を確保するための体制

・ 当社のコンプライアンス規程を子会社においても準用し、法令、定款および

社内規程の遵守、徹底を図る。

・ 関係会社規程に基づき、重要な職務執行について当社取締役会に付議すべき

事項を具体的に定め、当社取締役会で決定を行う。

・ 監査役は、子会社の取締役等の職務執行状況について必要に応じて意見聴取

するとともに監視・監督を行う。

・ 内部監査人は、定期的な内部監査で子会社の業務実態を把握し、法令、定款

および社内諸規程に準拠して適正かつ合理的に職務執行が行われているかの

監査結果を代表取締役に報告する。
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⑩ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する体制

・ 当社は関係会社管理規程を制定し、当社企業集団相互の円滑な連携と健全な

事業の発展を図る。

・ 管理部はグループ各社の業務を所管する部門と連携して、内部統制の状況を

把握し必要に応じて改善策等を指導する。

・ 内部監査人はグループ各社に対し、定期的に内部監査を実施し、法令ならび

に規程の遵守状況を監査すると共に必要な指導を行う。

⑪ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

・ 監査役がその必要を求めた場合には、これを置くこととする。

⑫ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

・ 補助の使用人を置く場合には、当該使用人は監査役の指揮命令下に配属し、

人事処遇等については、取締役会と監査役会が事前に協議の上決定する。

・ 取締役は監査役補助使用人がその監査業務を遂行する上で制約を受けないよ

うに配慮し、その評価は監査役の意見を聴取することとする。

⑬ 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・ 監査役の職務を補助すべき使用人に関し、監査役の指揮命令に従う旨を取締

役および使用人に周知徹底する。

⑭ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に

関する事項

・ 監査役は、原則取締役会に出席し、取締役より、重要事項の報告を受け、関

係書類の配布ならびに詳細な説明を受ける。

・ 取締役および使用人は、各監査役の要請に応じて業務内容および内部統制状

況について報告を行い、職務執行に関する法令違反、定款違反および不正事

実または当社に損害を及ぼす事実を知った時は、遅滞なく報告するものとす

る。

・ 稟議書ならびに重要な契約書等は決裁・承認後、速やかに監査役が閲覧でき

るよう整備され、各業務執行の状況が随時確認できる体制とする。

・ 監査役は、内部監査人より、内部監査の結果等について報告を受ける。

⑮ 子会社の取締役・監査役等および使用人またはこれらの者から報告を受けた者

が当社の監査役に報告をするための体制

・ 子会社の取締役および使用人は、当社監査役から業務執行に関する事項につ

いて報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

・ 子会社の取締役および使用人は、職務執行に関する法令違反、定款違反およ

び不正事実または当社または子会社に著しい損害を及ぼす事実を知ったとき

は、遅滞なく報告するものとする。

― 19 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年06月29日 14時34分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



⑯ 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制

・ 監査役へ報告を行った当社または子会社の取締役または使用人に対し、当該

報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当

社および子会社の取締役および使用人に周知徹底する。

⑰ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の

当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

・ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他

の職務の執行について生ずる費用または債務の処理については、監査役の請

求等に従い円滑に行い得る体制とする。

⑱ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・ 常勤監査役は、重要な意思決定の過程や業務の進捗状況を把握できるように

取締役会の他重要な会議に出席できることとする。

・ 監査役会は、内部監査人、会計監査人と定期的に四半期に１度連絡会を開催

し、相互連携を図る。

・ 監査役会は、代表取締役と定期的に四半期に１度の報告会を開催し、情報・

意見交換を行う。

⑲ 財務報告の信頼性を確保するための体制

・ 財務報告の信頼性、適正性の確保のため、全社的な統制活動および各業務プ

ロセスの統制活動を強化し、その運用体制を構築する。

⑳ 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方およびその整備状況

　⑳-1 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方

ⅰ 当社の行動規範として反社会的勢力対応規程を社内規程に定め、社長以下全

役職員が一丸となって反社会的勢力の排除に取り組む。

ⅱ 反社会的勢力とは取引関係を含めて一切関係を持たない。また、反社会的勢

力による不当要求は一切を拒絶する。

　⑳-2 反社会的勢力との取引排除に向けた整備状況

ⅰ 反社会的勢力対応規程において「反社会的勢力の不当な介入を許さず、断固

として排除する姿勢」について明文化し、全役職員の行動指針とすると共

に、反社会的勢力の排除のための体制作りに取り組む。

ⅱ 反社会的勢力の排除を推進するために管理部を統括部署とする。

ⅲ 取引先等について、反社会的勢力との関係に関して確認を行う。また反社会

的勢力の該当有無の確認のため、外部関係機関等からの情報収集に努める。

ⅳ 反社会的勢力からの不当要求に備え、平素から警察、弁護士等の外部の専門

機関と密接な連携関係を構築する。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下

のとおりであります。

①取締役の職務の執行について

当社の取締役会は６名の取締役（うち社外取締役１名）で構成されており、

取締役会には取締役及び監査役３名（うち社外監査役３名）が出席し、当社グ

ループの重要事項の審議、決議するとともに業務執行の報告が行われました。

社外取締役は独立した立場から審議、決議に加わり、経営の監督を行っており

ます。また各監査役についても同様に経営の監査を行っております。

②企業集団における業務の適正確保について

関係会社管理規程に基づき、当社取締役会において、子会社における重要事

項の審議及び決議ならびに業務執行の報告が行われました。

③リスク管理体制について

リスク管理規程を制定し、経営に与える影響が大きいと判断されるリスクに

ついては取締役会で報告され、リスクの共有及び迅速な対応を図っております。

④監査役の職務の執行について

監査役は、監査方針を含む監査計画を策定し、月１回の定時監査役会に加え

て適宜臨時監査役会を開催し、会社の状況を把握し監査役相互による意見交換

を行っております。また常勤監査役は、社内の重要会議に出席するとともに取

締役等から職務執行状況を適宜聴取し、経営監視機能の強化及び向上を図って

おります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成28年４月30日現在) （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 4,422,200 流 動 負 債 524,296

現金及び預金 3,512,274 短期借入金 200,000

売掛金 89,159 リース債務 13,993

たな卸資産 711,926 未払金 219,320

前渡金 20,458 未払費用 52,020

その他 88,381 未払法人税等 23,064

その他 15,898

負 債 合 計 524,296

固 定 資 産 37,773

有形固定資産 ─ (純 資 産 の 部)

株 主 資 本 3,629,549

無形固定資産 ─ 資本金 5,942,809

資本剰余金 5,932,679

投資その他の資産 37,773 利益剰余金 △8,245,880

長期前払費用 1,292 自己株式 △59

敷金 16,956

その他 19,524 その他の包括利益累計額 △10,908

為替換算調整勘定 △10,908

新 株 予 約 権 317,036

純 資 産 合 計 3,935,677

資 産 合 計 4,459,974 負債･純資産合計 4,459,974

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成27年５月１日から
平成28年４月30日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

事 業 収 益

売 上 高 96,475

研 究 開 発 事 業 収 益 45,359 141,835

事 業 費 用

売 上 原 価 120,144

研 究 開 発 費 661,479

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,181,673 1,963,298

営 業 損 失 1,821,463

営 業 外 収 益

受 取 利 息 7,934

そ の 他 1,193 9,128

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,644

支 払 手 数 料 3,975

株 式 交 付 費 319

為 替 差 損 114,487

そ の 他 65 123,491

経 常 損 失 1,935,826

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 58,462 58,462

特 別 損 失

減 損 損 失 450,493

の れ ん 償 却 額 134,167 584,661

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 2,462,025

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,470

法 人 税 等 調 整 額 △4,167 △2,697

当 期 純 損 失 2,459,327

親会社株主に帰属する当期純損失 2,459,327

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

― 23 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年06月29日 14時34分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



連結株主資本等変動計算書

（平成27年５月１日から
平成28年４月30日まで）

（単位：千円）

株主資本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成27年５月１日残高 5,930,207 5,920,077 △5,786,552 △59 6,063,673

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 12,601 12,601 25,203

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失

△2,459,327 △2,459,327

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 (純額)

連結会計年度中の変動額合計 12,601 12,601 △2,459,327 ─ △2,434,124

平成28年４月30日残高 5,942,809 5,932,679 △8,245,880 △59 3,629,549

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

平成27年５月１日残高 △23,029 △23,029 340,880 6,381,523

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 25,203

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失

△2,459,327

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 (純額)

12,121 12,121 △23,843 △11,722

連結会計年度中の変動額合計 12,121 12,121 △23,843 △2,445,846

平成28年４月30日残高 △10,908 △10,908 317,036 3,935,677

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

連結子会社の数 ８社

主要な連結子会社の名称 3-D Matrix,Inc.

3-D Matrix Europe SAS.

3-D Matrix Asia Pte. Ltd.

3-D Matrix Da America Latina Representação Comercial Ltda.

北京立美基投資咨詢有限公司

3-D Matrix EMEA B.V.

(2) 連結の範囲の変更

当連結会計年度より、新たに設立した3-D Matrix EMEA B.V.、他1社を連結の範囲に含めており

ます。

２．連結子会社の事業年度に関する事項

　連結子会社のうち、3-D Matrix Da America Latina Representação Comercial Ltda.、北京立美基

投資咨詢有限公司、他１社の決算日は、12月31日であります。

　連結計算書類の作成に当たって、これらの会社については連結決算日現在で実施した仮決算に基づ

く計算書類を使用しております。なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致

しております。

３．会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　たな卸資産

製品、原材料、貯蔵品……移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法により算定しております）

仕掛品………………………個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切り下げの方法により算定しております）

　(2) 重要な減価償却固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）……………建物及び構築物並びに工具、器具及び備品につ

いては定率法によっております。また、機械装

置及び運搬具については定額法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

　 建物及び構築物 ８年～15年

　 機械装置及び運搬具 ８年

　 工具、器具及び備品 ４年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）……………定額法によっております。
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③ リース資産…………………………………………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産については、自己所有の固定資産に適

用する減価償却方法と同一の方法によっており

ます。

④ 長期前払費用………………………………………定額法によっております。

　(3) 繰延資産の処理方法

　株式交付費……………………支出時に全額費用として処理しております。

　(4) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

　(5) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

　なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用についても同様に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。

　(6) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については10年間の均等償却を行っております。

　(7) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理………………税抜方式によっております。

会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基

準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下

「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９

月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当連結会計年度の期首から適用し、支配が

継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するととも

に、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、

当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原

価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更い

たします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変

更を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44

－５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当

連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当連結会計年度の連結計算書類に与える影響額はありません。
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連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 153,175千円

上記の減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

連結損益計算書に関する注記

(1)減損損失

当社グループは、当連結会計年度におきまして、以下の資産グループについて減損損失を計上し

ております。

用途 種類 場所
減損損失

（千円）

事業用資産

建物、機械装置、リー

ス資産
日本、アメリカ 63,583

工具、器具及び備品
日本、アメリカ、フランス、

シンガポール、オランダ
17,318

特許実施権、特許権、

ソフトウエア、長期前

払費用

日本、アメリカ、シンガポー

ル、オランダ
369,591

(注１) 減損損失の認識に至った経緯
当社グループは、当初の中期経営計画に基づき事業を遂行する過程で、今後の収益見通し
を見直した結果、当該事業用資産につき減損処理を行うこととし、減損損失として特別損
失に計上しております。

(注２) グルーピングの方法
当社グループは、事業用資産については、事業遂行の過程で相互に関連することから、全
体を一つの資産グループと見做しております。

(注３) 回収可能価額の見積り方法
当資産グループの回収可能価額について、事業用資産は使用価値により測定しており、将
来キャッシュ・フローがマイナスであるため、零としております。

(2)のれん償却額

のれん償却額は、「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」（日本公認会計士協会
会計制度委員会報告第７号）第32項の規定に基づき、米国子会社株式の減損処理に伴ってのれんを
一括償却したものであります。

　

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　 普通株式 21,522,400株

２．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな

る株式の種類及び数

　 普通株式 520,800株
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、第三者割当及び公募等の増資並

びに銀行借入により資金を調達しております。増資及び銀行借入により調達した資金の使途は主に

研究開発資金であります。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。また、敷金は、主にオフィ

スの賃借に伴うものであり、取引先の信用リスクに晒されております。

　営業債務である未払金及び銀行借入である短期借入金は、１年以内の支払期日であり、資金調達

に係る流動性リスクに晒されております。さらに、未払金の一部には外貨建てのものがあり、為替

の変動リスクに晒されております。また、ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投

資等に係る資金調達を目的としたものであり、市場金利の変動リスクに晒されております。

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引先ごとに回収期日及び残高を管理しております。また、当社は、営業債務及び借

入について管理部門が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性を当社の研究開

発費、販売費及び一般管理費の12ヶ月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理して

おります。当社グループの主要取引先は世界各国にあり、その取引価格は、外貨建のもの及び円建

価格のものが存在しております。外貨建の取引については、当社が為替の影響を受けることとなっ

ており、一方円建価格の取引については当社の取引先が為替の影響を受けることとなっておりま

す。なお、現在デリバティブは利用しておりません。敷金については、賃借契約に際し、取引先の

信用状況の把握に努めております。

　(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成28年４月30日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次

表には含まれておりません（（注２）を参照下さい。）。
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（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 3,512,274 3,512,274 ―

(2) 売掛金 89,159 89,159 ―

資産計 3,601,433 3,601,433 ―

(1) 短期借入金 200,000 200,000 ―

(2) 未払金 219,320 219,320 ―

(3) リース債務 13,993 13,993 ―

負債計 433,313 433,313 ―

（注１）金融商品の時価の算定方法

　資産

　 (1) 現金及び預金、(2) 売掛金

　これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

　

　負債

　 (1) 短期借入金、(2)未払金、(3) リース債務

　これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

敷金 16,956

　これらについては、市場価格がなく、かつ、入居から退去までの実質的な預託期間を算定

することは困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と

認められるため、時価開示の対象としておりません。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 168円 13銭

１株当たり当期純損失金額 114円 49銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表

(平成28年４月30日現在) （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 4,280,288 流 動 負 債 420,290

現金及び預金 3,299,817 短期借入金 200,000

売掛金 153,317 リース債務 13,993

たな卸資産 653,881 未払金 143,790

前渡金 43,968 未払費用 31,719

立替金 24,425 未払法人税等 23,064

関係会社短期貸付金 678,633 預り金 7,246

その他 42,279 その他 477

貸倒引当金 △616,034

固 定 資 産 75,358 負 債 合 計 420,290

有形固定資産 ─

(純 資 産 の 部)

無形固定資産 ─ 株 主 資 本 3,618,320

資本金 5,942,809

投資その他の資産 75,358 資本剰余金 5,932,679

関係会社株式 62,451 資本準備金 5,932,679

関係会社長期貸付金 786,782 利益剰余金 △8,257,109

敷金 12,605 その他利益剰余金 △8,257,109

その他 301 繰越利益剰余金 △8,257,109

貸倒引当金 △786,782 自己株式 △59

新 株 予 約 権 317,036

純 資 産 合 計 3,935,356

資 産 合 計 4,355,647 負債・純資産合計 4,355,647

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成27年５月１日から
平成28年４月30日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

事 業 収 益

売 上 高 127,461

研 究 開 発 事 業 収 益 16,907 144,369

事 業 費 用

売 上 原 価 169,472

研 究 開 発 費 523,875

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 629,794 1,323,142

営 業 損 失 1,178,773

営 業 外 収 益

受 取 利 息 878

そ の 他 181 1,060

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,644

支 払 手 数 料 3,967

為 替 差 損 90,696

株 式 交 付 費 319

そ の 他 9,914 109,541

経 常 損 失 1,287,254

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 58,462 58,462

特 別 損 失

減 損 損 失 233,068

関 係 会 社 株 式 評 価 損 1,161,477

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,402,816

貸 倒 損 失 22,889 2,820,252

税 引 前 当 期 純 損 失 4,049,044

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,470

当 期 純 損 失 4,050,514

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成27年５月１日から
平成28年４月30日まで）

（単位：千円）

株主資本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成27年５月１日残高 5,930,207 5,920,077 5,920,077 △4,206,594 △4,206,594

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 12,601 12,601 12,601

当 期 純 損 失 △4,050,514 △4,050,514

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 (純額)

事業年度中の変動額合計 12,601 12,601 12,601 △4,050,514 △4,050,514

平成28年４月30日残高 5,942,809 5,932,679 5,932,679 △8,257,109 △8,257,109

株主資本
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計

平成27年５月１日残高 △59 7,643,631 340,880 7,984,511

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 25,203 25,203

当 期 純 損 失 △4,050,514 △4,050,514

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 (純額)

△23,843 △23,843

事業年度中の変動額合計 ─ △4,025,311 △23,843 △4,049,154

平成28年４月30日残高 △59 3,618,320 317,036 3,935,356

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式……………… 移動平均法による原価法

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品、原材料、貯蔵品……移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切り下げの方法により算定しております）

仕掛品………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切り下げの方法により算定しております）

２．固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産（リース資産を除く）……建物並びに工具、器具及び備品については、定率法によ

っております。また、機械及び装置については、定額法

によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物 ８年～15年

　機械及び装置 ８年

　工具、器具及び備品 ４年～15年

　(2) 無形固定資産（リース資産を除く）……定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

　(3) リース資産…………………………………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

については、自己所有の固定資産に適用する減価償却方

法と同一の方法によっております。

　(4) 長期前払費用………………………………定額法によっております。

３．繰延資産の処理方法

株式交付費…………支出時に全額費用として処理しております。

４．重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨により換算し、換算差額は損益として

処理しております。

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法……税抜方式によっております。
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貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 117,197千円

上記の減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

２．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 170,307千円

短期金銭債務 83,388千円

損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

売上高 111,386千円

研究開発費 250,330千円

販売費及び一般管理費 72,128千円

２．特別損失

　当社は、関係会社株式について、当社の帳簿価額に対して期末の純資産が著しく下落したため、

減損処理を行った結果、関係会社株式評価損1,161,477千円を計上しております。また子会社への

債権等に対し、貸倒引当金繰入額1,402,816千円を計上しております。

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　 普通株式 112株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の主な内容は、繰越欠損金、貸倒引当金、関係会社株式評価損、株式報酬費用でありま

す。なお、全額評価性引当額を計上しております。
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関連当事者との取引に関する注記

　子会社及び関連会社等

（単位：千円）

属 性
会社等
の名称

議決権等の所有
(被所有）割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社

3-D
Matrix,
Inc.

所有
直接100％

資金の貸付
役員の兼任

研究開発等
の委託
(注１)

資金の貸付
(注２)

250,330

─

未払金

短期貸付金
長期貸付金

81,982

50,000
786,782

3-D
Matrix
Europe
SAS.

所有
直接100％

資金の貸付
役員の兼任
製品の販売

資金の貸付
(注２)

当社製品の
販売
(注３)

162,168

111,386

短期貸付金

売掛金

358,777

153,317

3-D
Matrix
Asia
Pte. Ltd.

所有
　 直接100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
(注２)

85,690 短期貸付金 269,856

3-D

Matrix

Da America

Latina

Representação

Comercial

Ltda.

所有
直接99.8％
間接 0.2％

役員の兼任
増資の引受
(注４)

90,599 ─ ─

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１) 研究開発等委託の取引条件については、市場実勢を勘案して金額等を決定しております。
(注２) 資金貸付の取引条件については、市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受け

入れておりません。
(注３) 製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して決定しております。
(注４) 増資の引受は、同社が行った増資を全額引き受けたものであります。
(注５) 子会社への債権等に対し、当事業年度において、貸倒引当金及び貸倒引当金繰入額を

1,402,816千円計上しております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 168円 12銭

１株当たり当期純損失金額 188円 56銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年６月24日

株式会社スリー・ディー・マトリックス

　取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 野 村 利 宏 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 沖 聡 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社スリー・ディー・マトリックスの平成
27年5月1日から平成28年4月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書

類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの
評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結
計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社スリー・ディー・マトリックス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年６月24日

株式会社スリー・ディー・マトリックス

　取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 野 村 利 宏 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 沖 聡 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社スリー・ディー・マトリックスの平
成27年5月１日から平成28年4月30日までの第12期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び

その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明

細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年５月１日から平成28年４月30日までの第12期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下

のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画及び職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、経営企画室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整

備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及

び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役と意思疎通及

び情報の交換を図り、必要に応じて事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために

必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）及び運用の状

況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10

月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書

類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検

討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき

事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人 太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人 太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成28年６月28日

株式会社スリー・ディー・マトリックス 監査役会

常勤監査役 河 邉 務 ㊞

監 査 役 向 川 寿 人 ㊞

監 査 役 大 毅 ㊞

(注) 常勤監査役 河邉務及び監査役 向川寿人並びに監査役 大毅は、会社法第2条第16号及び第

335条第3項に定める社外監査役であります。

以上
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株主総会参考書類
　

議案および参考事項

　

　第１号議案　監査役１名選任の件

　監査役大毅氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役１

名の選任をお願いしたいと存じます。

　また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。
　

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び
重要な兼職の状況

所有する
当社の株式数

大
だい

　 毅
つよし

(昭和51年５月27日生)

平成12年10月 弁護士登録

森綜合法律事務所（現：森・濱田松本法律

事務所）入所

－株

平成15年４月 阿部・井窪・片山法律事務所入所

平成17年10月 大毅法律事務所（現：大総合法律事務所）

設立、代表就任（現任）
平成24年７月 当社監査役就任（現任）

（重要な兼職の状況）

大総合法律事務所 代表

JITSUBO株式会社 社外監査役

株式会社オロ 社外監査役

(注) １．上記候補者と当社の間に、特別の利害関係はありません。
２．大毅氏は社外監査役候補者であります。
３．大毅氏を社外監査役候補者とした理由及び社外監査役との責任限定契約について
(1) 大毅氏につきましては、弁護士としての専門的な知識・経験等を当社の監査にいかしてい

ただきたいため、引き続き社外監査役として選任をお願いするものであります。
(2) 大毅氏は現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間は、本総会

終結の時をもって４年となります。
(3) 当社は社外監査役として有能な人材を迎えることが出来るよう、社外監査役との間で、当

社との責任限定契約を締結する予定であります。
　その契約内容の概要は次のとおりであります。
　①社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、法令の定め

る限度額の範囲内で、その責任を負う。
　②上記の責任限定が認められるのは、社外監査役がその責任の原因となった職務の遂行に

ついて善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。
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第２号議案　当社の従業員ならびに当社子会社の取締役および従業員に対してスト

ック・オプションとして新株予約権を発行する件

会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、以下のとおり当社の従

業員ならびに当社子会社の取締役および従業員に対しストック・オプションとし

て新株予約権を発行すること、および募集事項の決定を当社取締役会に委任する

ことのご承認をお願いするものであります。

１．特に有利な条件をもって新株予約権を引き受ける者の募集をする理由

当社の従業員ならびに当社子会社の取締役および従業員に対して、中長期的

なインセンティブを付与することを目的とし、当社グループ全体の事業推進や

グローバル展開を加速させ、企業価値の向上や株主の皆様の利益向上を目指し

て新株予約権を発行するものであります。

２．本議案の承認決議による委任に基づいて当社取締役会が募集事項の決定をす

ることができる新株予約権の内容および数の上限

(1) 新株予約権の数の上限及び目的である株式の数

新株予約権1,000個を上限といたします。

各新株予約権の目的である株式数（以下「目的株式数」という。）は普通株式

100株といたします。

ただし、割当日以降当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、

次の算式により目的株式数を調整するものといたします。かかる調整は、新株

予約権のうち、当該時点で行使されていない目的株式数について行われ、調整

の結果生ずる１株未満の端数は、これを切り捨てるものといたします。

調整後目的株式数 ＝ 調整前目的株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式を発行または自己株式の処分

を行う場合（時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使に伴う株式の発

行を除く。）、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（これらを総称

して以下「合併等」という。）を行う場合、株式無償割当を行う場合、その他目

的株式数を調整することが適切な場合は、会社は合理的な範囲内で目的株式数

の調整を行うことができるものといたします。

(2) 新株予約権につき、金銭の払込を要しないことといたします。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該新株予約権を行

使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下

「行使価額」という。）に目的株式数を乗じた金額といたします。行使価額は、

当該新株予約権の割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除

く。）における東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場における当社の普通株式の普通
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取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げるも

のといたします。ただし、その金額が当該新株予約権の割当日の東京証券取引

所ＪＡＳＤＡＱ市場における当社の普通株式の終値（当日に売買がない場合は

それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、後者の価格といたします。割当

日以降、当社が当社普通株式の分割・併合および時価を下回る価額で当社普通

株式を発行または自己株式の処分を行う場合（時価発行として行う公募増資、

新株予約権の行使に伴う株式の発行を除く。）は、次の算式により１株当たりの

行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切上げるものといたし

ます。なお、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する

自己株式の数を控除した数とし、自己株式の処分の場合には、次の算式におけ

る「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「分割・新規発行による増加株式

数」は「処分株式数」とそれぞれ読み替えるものといたします。

調整後
行使価額

＝ 調整前
行使価額

×

既発行
株式数

＋

新規発行
株式数

×１株当たり
払込金額

分割・併合・新規発行前の時
価

既発行
株式数

＋
分割・新規発行による増加株式数

（株式の併合の場合は
併合株式数を減ずる）

割当日以降、当社が合併等を行う場合、株式無償割当を行う場合、その他１

株当たりの行使価額を調整することが適切な場合は、当社は１株当たりの行使

価額の調整を行うことができるものといたします。

(4) 新株予約権を行使することができる期間

当社取締役会における新株予約権発行決議の日後２年を経過した日から当該

発行決議日後10年を経過する日までといたします。

(5) 新株予約権行使の条件

① 新株予約権者である当社または当社子会社の役員または従業員は、新株予

約権の行使時において、当社または当社子会社の役員または従業員であるこ

とを要するものといたします。ただし、当社もしくは当社子会社の役員が任

期満了により退任した場合または当社もしくは当社子会社の従業員が定年に

より退職した場合その他正当な理由がある場合は、この限りではないものと

いたします。

② 前号にかかわらず、新株予約権者が新株予約権の行使期間の開始前に死亡

した場合、新株予約権の行使期間開始後６カ月を経過する日までの期間に限

り、新株予約権者の相続人は、新株予約権を行使することができるものとい

たします。また、前号にかかわらず、新株予約権者が新株予約権の行使期間

の開始後に死亡した場合、新株予約権者死亡後６カ月を経過する日までの期

間に限り、新株予約権者の相続人は、本新株予約権を行使することができる

ものといたします。
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③ その他権利行使の条件は、株主総会および取締役会の決議に基づき、当社

と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する割当契約に定めるところに

よるものといたします。

(6) 増加する資本金および資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の

１の額（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額）

とし、増加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額から増加する資

本金の額を減じた額といたします。

(7) 新株予約権の取得事由

① 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株

式交換契約書承認の議案または株式移転の議案が株主総会で承認されたとき

は、当社は新株予約権を無償で取得することができるものといたします。

② 新株予約権者が上記新株予約権行使の条件により新株予約権を行使できな

くなったときは、当社は当該新株予約権を無償で取得することができるもの

といたします。

③ 新株予約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当社は当該

新株予約権を無償で取得することができるものといたします。

(8) 譲渡による本新株予約権の取得の制限

譲渡により本新株予約権を取得するには、当社取締役会の承認を要するもの

といたします。

(9) 合併等における新株予約権の交付

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは

新設分割（それぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、又は株式交換もしく

は株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以下総称して

「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日

（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立

株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分

割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効

力を生ずる日、および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をい

う。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」

という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「組織再編対象会

社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することといたします。この場合に

おいては、残存新株予約権は消滅し、組織再編対象会社は新株予約権を新たに

発行するものといたします。ただし、以下の各号に沿って組織再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割契約、株式交換契約または株式移転契約において定めることを条件とい

たします。
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① 交付する組織再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する

ものといたします。

② 新株予約権の目的である組織再編対象会社の株式の種類

組織再編対象会社の普通株式とするものといたします。

③ 新株予約権の目的である組織再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定するものといたします。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新

株予約権の目的である組織再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とい

たします。

⑤ 新株予約権の権利行使期間

権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、権利行使期間の満了日までといたします。

⑥ 新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得については、組織再編対象会社の取締役会の決

議による承認を要するものといたします。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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株主総会会場ご案内図

　 東京都千代田区隼町１番１号

ホテルグランドアーク半蔵門 富士の間

　 TEL：03（3288）0111（代表）

［交通のご案内］

　・東京メトロ半蔵門線「半蔵門駅」１番出口より徒歩約２分

　・東京メトロ有楽町線「麹町駅」１番出口より徒歩約７分

　当日会場は駐車場のご用意がございませんので、お車でのご来場はご遠

慮くださいますようお願い申しあげます。
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